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はじめに
　戦後日本と中華民国の関係史において、1963年の中国大陸向けのビニロン・プラント輸出事件と周鴻慶事
件によって引き起こされた日華紛争とその解決は、重要な位置を占めている。日華間の交渉を通じて、国府は
池田政権の前向きな対中政策にブレーキをかけたのみならず、「吉田書簡」という非公式な文書を通じて、そ
の後の佐藤政権の対中貿易政策にも大きな影響を与えた。一方日本政府はフォーマルなルートを通じて蒋介石
の怒りを宥めたが、国府に対するある程度の譲歩を余儀なくされた。
　以上の歴史事実に関しては、先行研究ですでに詳しく論じられている 1。だが従来の研究では、事件解決に
際し、国府が自民党親台湾派を通じて池田政権に働きかけるというパターンを強調し過ぎる傾向があった。例
えば石井明は、事件後日台関係修復の過程において、国府側は吉田茂を通じて日本政府に「中共対策要綱」を
飲ませ、岸信介との提携を通じて自民党内に「日台反共参謀部」の設立を推進していったと言う 2。井上正也も、
親台湾派ルートの存在は紛争の解決に貢献したが、池田政権の「外交一元化」をも妨害したと論じた 3。だが
以上のパターンには少なくとも次の三つの問題点があるように思われる。（1）日華紛争の解決過程において、
外務省は「外交一元化」を強調し続けていたか。（2）紛争解決の過程で、日華協力委員会をはじめとする親台
湾派の動きは単に国府の立場に同調し、池田政権に働きかけることに過ぎなかったのか。（3）国府側はフォー
マルな外交ルートより親台湾派というインフォーマルな外交ルートをより重視したのか。
　本稿では、以上の三つの問題点を念頭に置きながら、周鴻慶事件をめぐる交渉とその後の日華間のやりとり
を再検討して、1963～ 1964年の日華紛争の解決に関する新たなパターンを描こうとするものである。
紛争解決をめぐる日華間の意見対立
　1962年後半、松村謙三と高碕達之助が相次いで訪中し、戦後日中関係史における有名な「LT貿易」が発足
した。言うまでもなく日中接近に対して、台湾における蒋介石政権は焦りを募らせていた。その結果、1963
年のビニロン・プラントの中国大陸向け延べ払い輸出問題により引き起こされた国府の反発は、急ピッチで日
華関係の悪化を招き、紛争にまで発展した。日本の外務省はプラントの輸出に踏み出す前にすでに国府の反発
を予見していたが、その「神経質」的なまでの反応には意表を突かれた 4。ビニロン・プラントの中国大陸向
け輸出、乃至その後の周鴻慶事件といった問題は、国府側にとって単純な貿易あるいは法律問題ではなく、そ
こから透けて見えた池田政権のアジア政策、とりわけ北京政府に対する宥和姿勢は絶対に許せなかった。それ
故池田政権発足以来日本のアジア政策に示された、「冷酷さ、利己的外交政策というものへのつもりつもった
不満、怒り」5を一気に噴出した国府は、ついに対日外交において関係断絶も辞さない強硬姿勢を見せること
になった。これに対して池田政権は依然として、それらの問題を単純な貿易あるいは法律的な手続きの問題と
考えており、そうした観点から国府側の理解を求めた。
　一連の事件に対する双方の認識のずれは日華関係の悪化を招いたのみならず、さらに事件解決方法について
双方の対立を引き起こした。9月 30日、国府駐日大使館の崔万秋参事官の申し入れを受けて、外務省の原富
士男中国課長は彼を本省に招き、ビニロン・プラントの中国大陸向け輸出問題によって引き起こされた日華紛
争の解決方法を話し合った。この会談は非公式且つ個人的な意見交換であったが、双方のやり取りの中で浮き
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彫りになった、交渉の問題点及び交渉チャンネルの選択についての日華双方の意見対立は、後ほどの日華折衝
でも頻繁に見られるものであった 6。
　会談の冒頭、原中国課長は単刀直入に、倉敷のプラント輸出に対する認可を取り消さないことと、今後プラ
ントの中国大陸向け輸出をしないコミットメントを国府に与えることはできないことを前提に、日本から大型
の民間特使を派遣してプラントの輸出問題を改めて説明するとともに、国府に対する経済協力を行う旨の私案
を持ち出し、国府側の意向を打診した。これに対して崔参事官は、「民間使節の問題について言えば、中共と
異なり現在日華間には正式の外交チャンネルがあることであり、「民間」が出るべき幕ではない」と、紛争の
解決を民間に委ねる提案を拒否し、石井光次郎、岸信介、矢次一夫などの日華協力委員会のメンバーが動くと
しても、個人として動いた方がよいという見解を示した。フォーマルな外交ルートか、インフォーマルな外交
ルートか、交渉の形式に関して両方の意見対立は明らかであった。
　一方交渉の内容に関しても、両方の認識のずれが存在していた。崔参事官は蒋介石と国府の幹部が日本に対
して不満なのは倉敷プラントの問題ではなく、日本の中国大陸貿易に対する態度全体であり、さらに北京政府
に対する池田政権の姿勢にあると指摘した。しかし原中国課長はそれが内政干渉であるとやり返し、「反共と自
由陣営との協力という点については賛成したが、日本を国府の政策どおりについて来いといっても無理な話」7
だと、交渉範囲を事件以外の日本の対中政策に拡大させることに反対した。
　とはいえ当初は、国府内部に民間使節の交渉関与に対する反対の姿勢はまだ固まっていなかった。張群国府
秘書長と日華協力委員会国府側の委員たちは、公式な外交チャンネル以外に自民党親台湾派への働きかけをも
重視していた。10月末、サイゴンで開かれたアジア人民反共連盟第九回大会に出席した谷正綱国府代表団長は、
岸信介に替って参加した矢次一夫に帰途に訪台するよう何度も申し入れた 8。張群も大野伴睦に連絡し、蒋介
石の誕生日の祝いに彼の訪台を招請した 9。矢次への招請は、周鴻慶事件で国府の対日態度の硬化を懸念した
矢次本人が訪台を中止したことによって不発に終わったが、大野への招請は、池田政権の支持を得て首相の親
書を携行する政府特使の訪台という形で実現された。
　10月 26日、木村四郎七駐台大使は張群を訪れ、日本政府が蒋介石の誕生日に大野伴睦特使を派遣するとい
うメッセージを伝えた。これに対して病気で引き籠り中の張群は喜色を表し、「特使の来台は喜んでこれを迎
える。特に大野氏ならば至極結構である」と述べて、すぐさま島内巡視中の蒋介石に報告して会見の期日を決
定すると、大野の斡旋に大きな期待を寄せた 10。
　だが張群の積極的な態度に比べて、蒋介石は大野特使の訪台に冷ややかな態度を見せた。10月 27日付に蒋
介石より張群宛の返書には、次のようにあった。
　「日本政府が周鴻慶の来台、あるいは滞日を許可し、その生命を守り、けっして大陸に送還しないと保
証してくれるならばそれこそが日華両民族の友好に対する誠意の表示であり、大野氏がわざわざ誕生日の
お祝いに来られることに比べて十倍も価値があります…（日華関係を）お互いに誠意をもって大切に育て
ることが必要なので、表面的形式的な礼儀で解決しようというのは間違っています。すなわち周鴻慶を大
陸に送還するかどうかは、日本の中華民国に対する政策の試金石であり、私はけっして等閑にすることは
できないのです 11」。
　蒋介石が、肝心な問題を回避しようとする日本政府の民間親善外交に反感を持っていたことは明らかである。
とはいえ張群の働きかけによって蒋介石は、最終的に大野との会見を受け入れた。
　だが大野訪台を受け入れたことは、決して国府の立場の後退に繋がるわけではなかった。国府内部に日華交
渉の形式について意見の相違があったが、交渉の内容については共通の認識を持っていた。プラントの中国大
陸向け輸出と周鴻慶事件に関する大野伴睦、船田中などの説明に対して、張群、沈昌煥（外交部長）、陳誠（副
総統）は、いずれもそれが日本政府の政治姿勢という高度の政治性のある問題であると指摘し、「日本の反共
態度を明確化し、日華善隣友好の関係を政府間に於いて実証し、且つアジア自由諸国に対し積極的に指導、支
援し、日本が自由アジアの指導者たる実を示すべきである」という希望を明らかにした 12。
　プラントの中国大陸向け輸出と周鴻慶事件の具体的な解決方法についても、日華間の溝が大きかった。法的
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手段で問題の解決を進めるという日本政府の主張に反し、国府は政治優先の立場で周鴻慶を絶対に中国大陸に
送還せず、日本の大陸貿易問題についても、日華両政府が十分協議して明確な限界を決めるという解決案を主
張した。
　国府が日本政府の政治姿勢に固執した理由は、池田政権の北京政府に対する宥和政策への不満にほかならな
かった。沈昌煥外交部長は船田中との会談において、「日本は中共不承認を表明しながら、事実上の中共承認
を希望している」と指摘した 13。陳誠副総統も「自民党の中にも、中共、共産系を背景として動いて居るもの
（親中国派）があり、それを政府も容認しているのではないかと疑わざるを得ない」との懸念を示し 14、日本
政府が政治姿勢を転換しなければ、対日断交の思い切った挙に出るという強固姿勢を見せた 15。
　こうした国府の強固姿勢の下で、大野一行は事態の深刻さを認識した。帰国後大野は訪台報告の中で、（1）
周鴻慶は理由のいかに関わらず、断じて中共側に引き渡さないこと、（2）対中共延べ払い取引の拡大は見合わ
せること、（3）外相がなるべく早い機会に訪台するなり、何等かの名目による閣僚級会談の機会を作ること、（4）
日華両国政府間において協力の実を示すこと、という四点の提案を持ちかけ、池田政権に日華関係の修復に努
めるよう強く申し入れた 16。
周鴻慶事件初期の応酬
　
　大野訪台を通じて、国府は自らの立場をはっきり日本政府に伝えた。だが池田政権は国府の希望通りに問題
の解決を進めるわけではない。その原因には国府の内政干渉への反撥があり、打開されたばかりの日中関係へ
の配慮もあった。周鴻慶事件の対応はその表れである。
　周鴻慶事件は「中国油圧機器訪日代表団」の通訳である周鴻慶が、帰国直前の 1963年 10月 7日にソ連大使
館に逃げ込んだという事件である。このような亡命事件は冷戦時代において日常茶飯事であった。中国大陸と
台湾の公民が相手側に亡命した事件も頻発し、必ずしも経由国で大きな政治問題を引き起こしたわけでなかっ
た 17。だが周鴻慶事件はタイミングが悪かった 18。事件が起きた直後、外務省はすでにその点を認識していた。
当日、一歩早く警察から情報を仕入れた中国課は、すぐさま事件の対策検討に取り掛かった。中国課は、事件
の政治的な影響を懸念して周を台湾に連行しようという国府側の働きかけを避けるために、「本人在日中はな
るべく国府大使館に知られないよう努める必要がある」と強調し、周を出入国管理令違反容疑でソ連大使館か
ら引き渡しを求め、本人の自由意思の確認などを行った後滞在延期を許可し、その後本人の自由意思による渡
航という形でソ連行きを認めるという、事件を政府内部でひそかに解決する案を立てた 19。
　だが翌日に日本の新聞が一斎に周鴻慶亡命事件を報道したので、中国課の事件解決案は水の泡になった。新
聞の報道から周の亡命事件を知った国府在日大使館の崔万秋参事官は、10月 8日に原富士男中国課長に電話
をかけ、周を国府に引き渡すよう申し入れた 20。とはいえ、国府在日大使館は最初からこの事件をそれほど重
視していたわけではない。同大使館は 8日から 9日までの間、日本政府が斡旋した周と国府側の弁護士との面
会に応じなかったし、周が北京政府側の弁護士と面会した後、慌てて行われた 10月 16日の面会において周の
台湾行きの申し入れが示されても、多少冷淡な態度を示した 21。
　こうした国府の冷たい態度を受けて、ソ連大使館から引き渡された後、国府に亡命しようとしていた周の態
度は動揺した。国府系の藤井五一郎弁護士（元公安調査庁初代長官）と面会した直後に行われた「中共系」の
小田成光弁護士との面会で、小田弁護士に「台湾に行けば二度と家族と連絡がとれない、日本在留を希望する
ならば努力する」と言われ、周は即座に台湾行きの前言を翻し、日本に在留することを希望した 22。
　17日に入管係員の立会いの下に行われた藤井、小田両弁護士との同時面会において、藤井の態度はさらに
周鴻慶の国府への失望感を増幅させた。周から日本在留の希望を言われた国府系の藤井弁護士は「騙された」、
「中共のスパイと疑われるぞ」と怒鳴り、最後に「お前のような奴の弁護などせぬ」とまで脅かして、周鴻慶
に国府行きを徹底的に断念させた。その後国府側は台湾に行くよう度重ねて周に勧めたが、彼を翻意させるこ
とは最後までできなかった。一方「中共系」の小田弁護士は、22日に帰国を切望する旨の周の妻よりの手紙
を本人に手渡した。それは周鴻慶に中国大陸に帰る決心をさせ、さらに 10月 24日にその意図を明確化にさせ
た 23。こうして周鴻慶事件は初期の国府在日大使館の対応ミスによって、周を台湾に引き渡すことには失敗し
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た。だがこの時点で、国府側はまだ事件を日本政府の政治姿勢に繋げておらず、周鴻慶という一人の人物の行
動に過激な反応を示していたわけではなかった。
　しかし 10月 27日に事態が一転した。周鴻慶事件を日本の中華民国に対する政策の試金石と捉えた蒋介石は、
国府の強硬な態度をもたらした 24。翌日の 28日には台湾の新聞が一斎に日本政府の事件対応ぶりを非難し、
張群、沈昌煥などの国府要人も在台木村大使に本件の重要性を強調し始めた 25。ついに 30日に在日張伯謹代
理大使は島外務次官に公式な抗議を申し入れ、「国府としては本件を法律問題ではなく政治問題として考える」
と表明した 26。
アジア局・中国課の民間介入案──トロイカ方式
　
　国府態度の急変は外務省の不満を招いた。大平外相は外務省の幹部会で不快感を隠せず、「何時までもそう
いう者とはつき合えない」と漏らした。対策の作成を担当した中国課も「中華民国側の主張は政治論としては
ともかく、明らかに内政干渉であり、わが方の法体制のインテグリティを守るためにも、最後の点では断乎（先
方の）主張を拒否すべきであり、それにより日華関係に損害を生じるも止むを得ない」という強硬論を主張し
た 27。
　とはいえ外務省は国府の反発を無視し、日華関係の悪化を放置することはできなかった。11月 20日付の「周
鴻慶事件の現状と対策案」で中国課は、本人の国際機関への付託、第三国への出国、一時的に本邦滞在、とい
う省内に存在している三つの対策案を検討して、日本の法体制と国府のメンツを両立させる方法を見つけよう
と試み始めた。
　だが三つの対策案はいずれも問題があり、万全の対策とは言えなかった。赤十字国際委員会あるいは
UNHCRなどによる周の意思確認を行った上中国大陸に帰還させても、国府がその意思確認の結果を尊重する
かどうかは問題がある。第三国へ出国させる場合は、日本に都合のいい国であるスイスなどの中立国が受け入
れるかどうかの問題がある。また一時的に日本に滞在させる場合は、周鴻慶本人の事実上の合意がなければ法
の運用上極めて無理であるとともに、滞在期間中に左右両方の特務工作の奪合の対象になる危険もある。
　興味深いことに、中国課は同文書の最後に政府の手以外による解決の構想を提言している。国府側が最も抗
議したのは、仮釈放中の周鴻慶が左翼的色彩の強い赤十字病院に入院し、且つ「中共系」人士とのコンタクト
のみを許されていたということである。事実の如何にかかわらず、周の自由意思を回復できる環境を作るとい
う国府の申入れに応えて、中国課は赤十字病院の代わりに周鴻慶を大野伴睦、松村謙三、藤山愛一郎の政界三
長老の合同管理下に置き、適当な冷却期間を経て「国府中共双方とも若干白眼視している国際赤十字」の代わ
りに、長老たちの立会いの下に周の意思確認を行うことを提案した。それは大野と松村の国府と北京政府に対
するそれぞれの影響力を借りて、事件解決をスムーズに進める狙いがあった。
　翌日に行われた外務省幹部会議で後宮虎郎アジア局長は、中国課案の補足説明に「国際機関を使えば、黒白
が明らかとなりマヌーヴァの余地がなくなるため、わが国の政治家による方法が案外効用があるかもしれぬ」
と、政界三長老のトロイカ方式を積極的に薦めていた。しかし中川融条約局長はトロイカ方式よりは、仮釈放
の期間満了後「国府から重大な抗議が来たら、外交上の支障ありとせざるを得ない」という理由で、法務省が
周鴻慶を再収容することを主張した。彼は再収容が起訴されても「最高裁判決は政治的判断は政府に委ねると
しているから大丈夫だ」と、これを最も妥当な案と見なした。
　この二つの案の背後に隠されていたのは、外務省内の中国政策に関する意見の相違であった。トロイカ方式
は国府への配慮であったが、松村謙三の存在によって北京政府の立場にも配慮していた。その上中国大陸に帰
る決意を固めていた周鴻慶にとって、政界三長老の合同管理下に置かれても結果は変わらないことから、トロ
イカ方式は国府をなだめる意味が強かった。これと対照的に、再収容方式は北京政府の態度を無視し、もっぱ
ら国府への配慮であった。政治的な判断ですでに強制退去の判定を下された周を再収容するのは、国府との関
係を重視する姿勢にほかにならない。会議の席上、北京政府の反発への懸念に度重ねて言及する後宮アジア局
長に対して中川条約局長は、北京政府が反発してもせいぜい日中貿易が台無しになるだけだが、国府の場合は
国交断絶という事態になる可能性があると、後宮局長の考え方に真っ向から対立した。結局大平外務大臣は二
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つの案を並行的に推進することを決めた。
　だが二つの案はいずれも順調に進んでいなかった。再収容案について賀屋興宣法務大臣は、国府との関係を
配慮し強権を以って行うという意見であったが、法務省の事務当局が「法の番人」としての立場に固執し、再
収容に強く反対した。結局同案の放棄を余儀なくされた 28。
　一方アジア局と中国課が唱えた三長老によるトロイカ方式も、当初の予想と違って各方面の支持を集めたわ
けではなかった。国府側も、原中国課長が東京駐在の中央通訊社（原文：中国通信社）の李嘉支局長を通じて
来日中の国民党第六組主任の陳建中の意向を打診したところ、陳は「原則として結構である」と答えたが、伝
言役の李支局長は 3人のメンバーのうち松村が「あまりにもプロ中共の色彩がつよいので」、三木武夫にでも
替えるよう付け加えた。その後国府駐日大使館の崔万秋参事官も同じ旨の意見を表明した。左派華僑側（東京
華僑総会を始めとする中共寄り華僑である）に対しては、11月 25日、原中国課長が来訪してきた小田弁護士
にその件を打診した。小田は最初難色を示したが、原中国課長の説得によって「中共への帰還が保障されさえ
すれば、この案を呑むかもしれない」と、27日に周が日赤病院から退院する前に政府の方針を自分に明示す
ることを前提として、受け入れた。さらにトロイカの一角を担う松村謙三もこの提案に躊躇い、「自分と大野
氏は本質的に考え方が違うので」、今後周の取扱いを決める場合に大野と正面から意見対立することを心配し、
「政府がすっかりお膳立てして、自分たちは形式だけ参与するのであればさしつかえない」と表明した 29。各
方面はトロイカ案に明確に反対しなかったが、いずれも自らに有利な方向に転換させるように修正意見を出し
た。結局民間介入のトロイカ案は、国府と北京政府の両方をなだめるどころか、むしろ両方の奪い合いを激化
させるものになった。
　より厄介なのは周鴻慶本人の意図であった。中国大陸に帰る決心を固めた周は、これまで北京政府に対して
自分の稼いだマイナスの点数をできるだけ少なくするために、早期帰国を強く訴え、日本政府に協力しない姿
勢を取っていた。11月26日に周鴻慶は報道機関に向け声明書の草稿を作り、日本政府の意思再確認論に対して、
中国大陸に帰る意思をメディアに伝えようとした 30。これを受けて同日原中国課長は高碕達之助を訪問し、日
本政府の措置に周を協力させるために、中国側と連絡するよう依頼した。29日、高碕は北京にいる孫平化に
電話し、自らの発意と称して中国側の協力を求めた。これに対して孫平化は、同日午後、訪日中の中国紅十字
会代表に電話し、「高碕氏が周の帰国につき仲介の労をとるから協力せしめよ」と指示した。それと共にこの
指示も、国促貿の岡本を通じて周鴻慶に伝えられた 31。
　外務省は事態悪化を防いだが、国府の要請を満足させる解決策には依然としてめどをつけ得なかった。
公式な外交ルートでの日華交渉
　
　周鴻慶が台湾に亡命する前言を覆したことは、国府在日大使館の拙い対応につながっていた。これまでの経
緯は、すでに国府側が強硬姿勢を見せた直後、在台の木村大使によって国府の指導部に伝えられた。これを受
けて国府側は、周を台湾に引き渡す立場に少しも変わりはなかったが、混乱に満ちた国府駐日大使館を監察・
調査するために、11月 15日、蒋経国の側近である国民党第六組組長の陳建中を外交部顧問のとして日本に派
遣した 32。
　それまで国府の駐日大使館は伏魔殿と呼ばれており、内部は派閥分裂の状態が続いていた。各部門の主な職
員はそれぞれ国内に部長ないし部長クラスの親分を持っており、公館長を半ば無視して、それぞれ親分と密接
に連絡を取っており、国府の対日外交の足並みを揃えることを大きく阻害した 33。
　こうした状況を改善するために、陳建中の派遣は日本にいるすべての国府の外交力を動員して、周鴻慶を台
湾に引き渡すことに全力で取り組む狙いであった。また国府の特務システムの大陸工作担当者として、東京入
りした陳建中が「中共」の特務組織と暗闘する狙いもあったのだろう。したがって国府側は陳の派遣に大きな
期待を寄せており、彼の報告を受け取る前に、周鴻慶を台湾に送還する以外の日本側の提案に一切耳を傾けな
かった 34。
　陳建中が東京に着いてしばらくして、国府側は周鴻慶を日本赤十字病院から転出させるよう日本政府に申し
入れた。11月 18日、張伯謹国府臨時大使は島重信外務次官を訪問し、国府系の弁護士、華僑が日赤病院に入
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院中の周鴻慶に面会できぬことはもちろん、手紙、電報すら本人に渡らなかったのに、左派弁護士の小田と左
派華僑の呉普文（東京華僑総会役員）が周に面会できるという状況に抗議するとともに、周に付き添い山本看
護婦が左派系統の赤色分子であること、周の身柄保証人としての日赤の高木社会部長は左派華僑である陳焜旺
（東京華僑総会副会長、廖承志とのつながりが深い）の昔の友人であることを指摘して、このような環境に置
かれては周の自由意思を確認できないことを理由に、日本政府が本当の隔離を行うよう申し入れた 35。
　さらに翌日、滞日中の陳建中は直接に後宮アジア局長と面会し、「周事件のため組織された共産党系の合同
委員会（日中関係諸団体で組織された対策連絡会議）の記録によれば、（10月 16日）在京国府大使館員が周
鴻慶に会った直後、黒金官房長官は小田弁護士に周に会えと伝えている」と、日本政府がこの事件で取ってい
た北京政府寄りの姿勢を指摘して、改めて周を自由な環境に置かせるよう要請した 36。
　国府側の申し入れに応じて、外務省内部では周を日赤病院から転出させるために、トロイカ案か再収容案か
まだ決めていなかった中、11月 22日の閣議で一応本人の意思を再確認する措置を取ることを表明した。この
決定に対して国府側は歓迎し、池田政権に対する強硬な態度も以前より緩和するようになった。24日、陳建
中の側近である国府大使館の陳昭凱武官と中央通訊社の李嘉東京支局長は原中国課長を訪れ、20日に帰国し
た陳建中の報告を受けて、国府指導部が一層冷静かつ客観的にこの問題を捉えるようになったと説明して、「こ
んな小さな問題で両国関係を破滅に追いやることが馬鹿気たことだという反省は、東京中国筋は勿論、台北に
も出てきたようである」と 37、周事件に対する国府の態度の変化を示唆した。
　11月 25日に再度日本に入国した陳建中は、新たな提案を持ってきた。11月 30日、李嘉中央通訊社東京支
局長の斡旋で後宮アジア局長は陳建中と二回目の会談を行った 38。会談において陳建中は、周鴻慶を日赤病院
から転出させ「自由な環境」下に置かせることを改めて申し入れたうえで、斯かる措置の後、後宮アジア局長
か原中国課長が台北を訪問し、事件の解決に向けて日本政府の誠意を説明するよう求めた。さらに彼は最終的
解決案として、周鴻慶事件をきっかけに両国間に堆積していた大きな懸案を話し合って、池田首相あるいは大
平外相が台湾を正式に訪問することで、日華関係を全面的に調整するよう提案した 39。国府側はすでに周鴻慶
を台湾に引き渡すことを強要せず、現状維持の下で日華交渉の中心を池田政権の「反共姿勢」を明確にさせる
ことに移そうと図った。これはプラントの延べ払い輸出事件が起きた後、国府が取った立場と同じであった。
　興味深いことに、外務省の対応ぶりは変わった。プラントの延べ払い輸出事件の対応において外務省は交渉
範囲の拡大に反対したが、周鴻慶事件に関する陳建中案を受けた外務省は国府の政治重視姿勢を受け入れた。
12月 3日付の「周鴻慶事件の現状と対策案」には、中国課は周鴻慶事件の解決が「現段階における日本の国
際的立場や日台貿易、台湾在留邦人 700の生命安否を考慮に入れるとき、この際対国府友好関係を維持すると
の前提に立たざるを得ない」との政治優先の立場を明確にして、周鴻慶の「自由な意識」を回復できる環境の
作り方を検討した 40。これは日華関係悪化の深刻さを意識した外務省官僚の態度転換にほかならなかった。だ
が日本の「誠意」を国府に印象付ける第一歩として、「赤の巣窟」と考えられた日赤病院から周を転出させる
ことは想像以上に難しかった。そもそも周本人の了解を得て、周を日赤病院から転出させ、複数の政治家ある
いは弁護士の共同保護下に置かせるという中国課案は、国府系のものが身許引き受けに関与することを強硬に
拒む周鴻慶の態度によって、実現の見通しが立たなかった 41。
　中国課は北京政府からの特別な指示がなければ、日赤病院から転出・隔離することで周鴻慶本人の協力を得
る可能性がないことを認識し、これ以上周を日本に留めるなら周及びその周辺と日本政府との正面からの対立
を引き起こすことを懸念して、やむを得ず周を日赤病院から転出させる案を放棄した。後程日本政府は年内送
還を確約することを条件として、辛うじて意思再確認という手続きの問題で周の協力を得た 42。
　12月 24日、大平外相、賀屋法相、黒金官房長官の合意によって、周の中国大陸送還が公式に決定された。
同日に原中国課長は在台北木村大使宛の手紙で「勝ちたい、勝ちたいということで頑張って、とうとう全面降
伏の形で終らなければならなかったことは誠に残念です」と、日本外交の失敗に対する悔しい気持ちを溢れさ
せていた。彼は事件処理を成功させる唯一の方策が正攻法ではなく、高碕などの親中国派を利用して北京政府
を口説き、周鴻慶本人を自らが監督した芝居に協力させることであると十分に理解していたのだが、結局北京
政府に借りを作らないことで諦めざるを得なかった 43。
　翌日、池田のメッセージを口頭で伝達する使命を持って後宮虎郎アジア局長は台北訪問の途につき、周鴻慶
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事件に対する日本政府の「誠意」と措置を説明に向ったが 44、日華関係が谷底に落ちたことは回避できなかっ
た。
　
親台湾派の言動と交渉形式に関する日華間の対立
　
　公式なチャンネルでの交渉のほか、水面下での親台湾派の動きも一刻も止まることはなかった。10月末に
国府の訪台招請を拒んだ矢次一夫は、事態の深刻化を防ぐために張群に手紙を送り、日華協力委員会委員間の
斡旋を提案した。しかし張群は、大野訪台によって民間ルートを通じて国府の実状と朝野の意見を池田政権に
伝え、「今後の鍵は、池田総理がいかに善処されるかにあります」とし、日本政府が問題解決の具体的方法を
用意した上で、親台湾派に「出馬斡旋の労を乞う」と、大野訪台以降問題の解決を政府間交渉に委ねる意向を
示した 45。
　しかし矢次は張群のシナリオに沿って動いたわけではなかった。11月 13日、岸信介と相談した後、矢次は
周鴻慶事件の調査を事由に、経団連の堀越禎三と連名で日華協力委員会の谷正綱と鄭道儒両者に訪日の招待状
を送った。親台湾派は公式な外交ルート以外に、国府政治家への働きかけによって事件の解決を図ろうとした
のである 46。
　案の定、張群は矢次の提案を断った 47。その代りに国府側は前述の陳建中を東京に派遣した。全力で周鴻慶
事件の解決を図る陳は、大野伴睦など 5名宛の紹介状を携行して、逆に親台湾派に働きかけようとした 48。
　一方提案を拒否された矢次が国府の態度に不満を抱いたことは言うまでもない。11月 19日、陳建中と後宮
アジア局長との会談に立会いした矢次は、「台湾では、張群、谷正綱を初め、民間紙まですべて政府と同じこ
とをいっている」と、国府支配下の台湾に言論の自由がないことを指摘するとともに、「政府に反対しないま
でも、せめて事情調査のため日本に行くという民間人が一人や二人あってもよさそうなものである」と、国府
の強硬態度を率直に非難した 49。
　だが国府側はすでに、政府間交渉を通じて問題の解決を図る方針を決めていた。11月 17日、張群は来訪し
た木村大使に池田政権下で現職閣僚の台湾不訪問を批判したうえで、「日華間にも、日米間の閣僚会議とまで
は行かずとも、せめて小規模でもよいから、同様の会議を今後持ちたいものである。今までは民間話合でお茶
をにごりしてきたが、今や日華関係は政府間直接話合わねば、解決しえない段階に達している」と 50、日華間
の交渉形式に関する国府の意見を明確に伝えた。
　これに対して在台木村大使も、国府との間に閣僚級の会談を行う必要性を認識していた。12月 5日に本省
宛の電報の中で、国府新内閣が成立したことを好機として、大平外務大臣と福田通産大臣がなるべく早い機会
に台湾を訪問して、周鴻慶事件に対する日本政府の誠意ある取扱い振りを国府側に説明するとともに、日華関
係全般に関する話合いをも行うことを提言した 51。
　しかしながら外務省内は閣僚級の訪台には消極的であった。中国課は周鴻慶事件に対する日本政府の誠意を
説明するために、アジア局長を台北に派遣するという陳健中の意見を受け入れたが、国府側が度重ねて外務大
臣の訪台を求めたのに対して、「予約程度まで進める」（日本外務大臣が近い将来に訪台する可能性がある）と
いう慎重な姿勢に終始した 52。
　こうした外務省の慎重な姿勢の下で、周鴻慶の中国大陸送還によって引き起こされた日華関係の急激な対立
に伴い、政府間交渉の実現の可能性はさらに薄くなった。これと対照的に、日本政界においてインフォーマル
なルートで日華交渉を行う動きが再び始まった。その代表的な案は吉田訪台と日華協力委員会第 9回臨時委員
会開催の構想であった。この二つの構想はいずれも国府の怒りを宥めることと、池田政権の立場を守ることを
両立させようと図るものであった。
　1964年 1月 10日、前日に周鴻慶の中国大陸送還を受けて、日華関係の緊張状態を打開するために、石井光
次郎をはじめとする約 20名の日華協力委員会の日本側議員は緊急会議を開いた。会議おいて親台湾派の政治
家たちは、事態を収拾する方法を検討して、従来からの周鴻慶事件におけるように影でだけで動くことを止め、
周の帰国を機会に声明を発表することで表舞台に出ることを決定した 53。だが緊急会議が終った後に発表され
た声明書には、「（日華）両国の協力関係は原則的に緊密であるとの確信に立って、従来の経緯にとらわれず、
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むしろこれを契機として、一層両国の親善と、アジア自由諸国の団結の為に邁進せんとするものである」と訴
え 54、依然として池田政権の立場に立って、周鴻慶事件の解決に関する日本政府の非を少しも指摘しなかった。
　さらに翌日、日華協力委員会の足立正主席委員と矢次一夫、沢田廉三、堀越禎三の三名の責任委員は連名で、
国府側の主任委員と責任委員である谷正綱、鄭道儒、黄朝琴の三者宛ての手紙を送り、日本政府の立場を理解
するよう国府側に呼びかけた。同書簡の冒頭に「近日中に池田首相、大平大臣、及び外務省幹部には、強く従
来の対華政策を遺憾とする申入れを行う予定」と述べ、ビニロン・プラント輸出事件以来、親台湾派の内部的
阻止工作に努力の足りなかったことに深く反省の意を示したが、日華関係の悪化は共産主義勢力に乗ずる機会
を与え、さらに国民相互に不和抗争を激化させたりすることのないよう訴えて、日華協力委員会臨時総会の開
催と、在台日本人の保護並びに日華経済協力の現状維持という三つを申し入れた 55。親台湾派は池田政権に協
力して、事態収拾に向けて努めたのである。
　同書簡が日華協力委員会の中国側委員に送られたと同時に、日本側の委員は滞日中の陳建中にもその申入れ
を伝えた 56。だが国府側がこの立場を受け入れられなかったことは、言うまでもない。吉田訪台をめぐって日
本政府との交渉に専念していた国府は、ひとまず日華協力委員会というルートを放置して、吉田訪台に次いで
1964年 3月にようやく岸などの訪台を受け入れた 57。
交渉形式の妥協──吉田訪台を巡る日華間のやりとり
　
　国交断絶の寸前に追い込まれた日華関係を回復するために、かつて影の存在から表舞台に登ったのは日華協
力委員会の日本側委員だけでなく、吉田茂元首相もその一人であった。1963年 12月 30日、周鴻慶が中国大
陸に送還された後、本国召還の命令を受けた張伯謹国府駐日代理大使は陳建中とともに大磯の吉田邸を訪れた。
その場で吉田は、「昨日午後、東京で賀屋興宣と会談して、池田になるべく早く貴国を訪れるよう促すことと
したが、万が一池田が行けなければ、私が願い出て池田の代理として蒋介石総統にお目にかかり、お詫びする
つもりだ。しかしほんとうは池田が謝罪の手紙を書くか、あるいは外相の大平正芳を連れて貴国に行き、すべ
てを協議しなくてはならない。」と 58、事態を収拾するために自分の訪台意志を明らかにした。
　吉田の訪台は周鴻慶事件で大きな外交的失敗を犯した外務省にとって、まさに急場を救うものであった。こ
れを受けて、翌日に毛利松平外務政務次官は陳建中と会見し、（1）池田首相と大平外相はすでに吉田に訪台を
願うことを決めた。（2）国府はこれが受け入れられるならば、正式外交ルートを通じて手配する。（3）吉田が
訪台した後、大平外相を派遣して外相会議を行い、両国間の基本問題を徹底的に協議・解決するという三点の
提案を持ちかけ、国府側の意見を打診した 59。
　国府にとって、吉田は日本政治家の中で最も信頼できる人であった 60。彼の反共姿勢は従来国府側に高く評
価されていた。1952年、戦後の日本を初めて訪問した張群は、時の首相であった吉田との会談の席上、日本
と中国大陸との貿易に言及した際、「池田は大陸との貿易について、戦略物資を除いて交易すべきだといい、
わが国にその仲介を求めてきた」と池田勇人通産相の要望を持ちかけて、大陸貿易についての吉田の考え方を
尋ねた。吉田は即座に「私は日本と大陸との貿易は不可能だと思う」という明確な反対態度を示した 61。さら
に 1959年末、石橋、松村訪中によって生まれた国府の疑念を払拭して、日本政府の反共の立場を改めて強調し、
台湾を訪問したのも吉田であった 62。
　それに加えて、国府側は吉田の池田首相に対する絶大な影響力にも目を付けた。ビニロン・プラントの延べ
払い輸出をめぐる紛争が起きた際に、国府は吉田の斡旋を通じて、輸出を阻止する狙いを達成できなかったが、
彼の働きかけによって池田から「プラントはもう出さない」という言質を取った。これによって国府は吉田へ
の信頼を一層深めることになった 63。それ故国府は池田政権の北京政府寄りの動きを食い止めるきっかけを作
るために、吉田の訪台を歓迎した 64。1964年 1月 6日、訪台の件で吉田と官邸の連絡に努めていた石井光次
郎は、陳建中から国府が吉田訪台を歓迎するという言質を取り付け、吉田訪台の道筋を付けた 65。
　しかし 1月 7日、吉田の名義で発した訪台電報は木村大使を通じて張群に手渡されたところ、またまた国府
の疑念を惹き起こした。同電報は「周鴻慶事件収束後、その理由を多く述べるつもりはないが、蒋総統閣下と
正式に懇談したい。それによって総統閣下がお怒りをおさめていただけるならば、ぜひとも私が訪華したい」
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という極めて抽象的な内容に止まっており 66、国府が強調し続けてきた日本政府の対中政策と反共立場を明確
にさせる内容どころか、周鴻慶事件に関する説明すら言及していなかった。当初池田の謝罪の親書を持つか、
あるいは大平外相を連れて台湾を訪問するという吉田の発言に比べて、この結果は再び国府を失望させた 67。
　翌日、張群は木村大使を呼び出し、来電の問題に関して、（1）国府は「決して感情的に動いているものでも
なければ、また特定の人に対する問題だとも」考えていない、（2）周鴻慶事件については、「日本が一方的な
処理をもって収束することはできず、双方が協議してお互いに了解してはじめて、収束ということができる」
という二点を指摘して、さらに日本政府が真に吉田に問題の協議解決を託す誠意があれば、吉田に全権の名を
与えるべきであると述べた 68。
　それだけでなく張群はさらに、日華双方が東京で予備会談を行い、吉田訪台の具体的な話し合いの内容、来
訪の日取り、随員などを公式に取り決めた後に台湾訪問の途につくよう提案し、吉田訪台の性質を政府間の公
式な交渉として明確化させようとした 69。
　国府態度の急変を受けて、外務省は予備会談の開催に応じなかったが、日華交渉の会談案を検討し始めた。
これによって吉田の訪台は延期することを余儀なくされた。一方フランスの中国承認とラスク米国国務長官の
訪日を控えて、外務省も国際情勢を見極め、中国政策で米国との調整をせざるを得ないが故に、吉田訪台の延
期をも希望していたところであった 70。こうして日華関係の危機を救うために盛り上がった吉田訪台への気運
は、一時的に鎮静化した。
　外務省は日華関係の修復に積極的に取り込んでいたが、対中政策において国府に譲歩する意図は全くなかっ
た。1月 13日、在台木村大使は後宮アジア局長に手紙を送り、遅かれ早かれ行われる吉田・蒋会談に自らが
作成した会談要領案を提出した。同案は中共承認問題において、「池田総理にせよ誰にせよ保守政権が日本で
厳然としている以上、中共を政治的に承認したり、これと外交関係を樹立する考えは絶対にない」と明言した
のと対照的に、「中共貿易」問題において、従来の外務省のセリフを繰り返すものであった 71。即ち木村大使
は中国大陸との貿易政策を維持させる代わりに、対国府政治的譲歩を行うことを主張した。だがアジア局はよ
り強固な姿勢で来るべき日華交渉に臨むことになる。1月17日に後宮アジア局長により作成された要領案には、
「中共貿易」は勿論、「中共承認問題」でも国際情勢を見極めぬ限りはっきりしたことを述べないと主張した 72。
　外務省の強硬姿勢を前に、吉田は当初の積極的な態度に替って「なるべく肩のこらない形で訪台する」とい
う、局外者の立場に転じた。17日に島外務次官を訪問した吉田は、「中共不承認、日中貿易等に関する日本の
方針について政府の立場をコミットするごとき話合いは行わない」という外務省の立場を了解したが 73、「特使」
として訪台の要請に対して、「特使などという資格で行くことはゴメンで、あくまで個人の資格で総統に敬意
を表する趣旨で行くこととしたい」と述べた 74。
　一方 2月になって、フランスの中華人民共和国承認という大きな衝撃を受けて、国府側の対日態度は緩和す
るようになった。フランスに同調せずかえってその動きを抑止しようとした日本政府の立場に対して、報道も、
立法院においてもそれを評価するとともに、速やかに対日関係を改善すべきであるという声が出てきた。懸案
の吉田訪台に対して、蒋介石自身も訪台資格などに拘らず、訪問の早期実現を望むようになった 75。
　こうした情勢下 2月 7日、国府外交部のスポークスマンは記者会見で初めて公式に吉田訪台を歓迎する意を
表明した 76。翌日池田首相は、正式に個人として訪台するよう吉田に要請した。吉田訪台はようやく決着した。
表面上は吉田訪台は個人の資格で行われたが、日華両政府にとってその訪問が日華政府間交渉の性格を帯びる
ことは明らかであった。
日華間合意の達成──吉田訪台と「中共対策要綱」
　
　2月 23日、池田の親書を携行して台北に着いた吉田は、翌日に蒋介石との会談に入った。蒋介石の怒りを
宥める姿勢で会談に臨んだ吉田は、会談の席上日華友好に取り組む池田首相の真意を説明するとともに、終戦
時中国大陸の日本軍民 300万人を帰還させた寛大な措置に対する天皇の謝意をも伝えた。
　しかし蒋介石は、「池田首相の在任 4年間を見て私は、彼は閣下と同じ思想の持ち主ではないと思う」と、
依然として池田政権の「二つの中国」政策と延べ払いによる「共匪」への援助行為を非難し、池田首相への不
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信感を率直に明らかにした。彼は池田ではなく吉田により大きな期待を寄せ、「日本政府は、以後も閣下の賢
明な指導を受け入れ、誤った道へ進まないように希望している」と、日本政局に対する吉田の影響力を通じて、
日本政府に反共姿勢を取らせ続けていくことに希望していた。これに対して吉田は、内政干渉によって日本国
内政治を攪乱する「中共」の脅威を共有していることを強調した上で、佐藤栄作を国府側に推薦し、佐藤と池
田が「協力合作し、相互交代して政権を担当する」構想を明らかにして、日本政局への影響力を誇示した。
　1回目の会談で吉田は池田政権に対する国府の不信感を払拭しなかったが、池田本人に替り日本政府の反共
姿勢を明確に蒋介石に伝えた。こういう経緯を受けて、25日に台湾中部の景勝地・日月潭の涵碧楼で行われ
た 2回目の会談で、双方は日華関係の基礎を、協力して「共匪」を打倒することに置くことで合意した。
　さらに 26日、別れを告げる 3回目の会談で蒋介石は連日の会談の結論として、（1）日華両国の利害は相関し、
栄辱を共にするものである、（2）日華両国の基本政策は共同しての反共にある、（3）国府の大陸反攻計画に対
して、日本は道義的、精神的な支援を与えるべきであり、その計画を阻害するようなことはあってはならない、
という三点を提示して、吉田の意見を質した。吉田は即座にこれを了解し、「日本政府はたとえ首相が交替し
ても、保守政党によって政権を掌握し、今後必ずこの結論に述べられた方針、政策を執行し続けていく」と蒋
介石に強く保証した。
　だが国府側は口頭の保証に満足しなかった。26日の夜、木村四郎七の大使公邸で開かれたパーティーにお
いて、張群と吉田は来賓の目を避けて、公邸の 2階で交渉を続けた。その結果、双方は次のように「中共対策
要綱」という五原則で合意した。
　一、 中国大陸六億の民衆が自由主義諸国と平和的に共存しつつ自由主義諸国との貿易を拡大して世界の平和
と繁栄に寄与出来る様にするためには、中国大陸の民衆を共産主義勢力の支配より解放し自由主義陣営
内に引き入れることが肝要である。
　一、 右目的のため、日本、中華民国両国は具体的に提携協力して両国の平和と繁栄を実現し、自由主義体制
の具体的模範を中国大陸民衆に示すことにより大陸民衆が共産主義政権より離反し共産主義を大陸より
追放する様に誘導すること。
　一、 中華民国政府が中国大陸の情勢その他世界情勢の変化に依り客観的に見ていわゆる政治七分、軍事三分
の大陸反攻政策が成功すること確実と認むる時は日本は大陸反攻に反対せず、これに精神的道義的支持
を与えること。
　一、 日本はいわゆる二つの中国の構想に反対すること。
　一、 日本と中国大陸との貿易は民間貿易に限り、日本政府の政策として中国大陸に対する経済的援助に支持
を与うるが如きことは厳にこれを慎むこと。
　
　吉田一行が帰国後、吉田の側近・北沢直吉は国府首脳との会談録及び国府との間に締結された「中共対策要
綱」を整理して外務省に提出した 77。また 3月 4日、張群は蒋介石・吉田の 3回の会談録（中国語）と「中共
対策要綱」（日本語）を吉田宛に送付して日本政府の確認を求めた。吉田はこの書簡と添付文書をすべて外務
省に手渡して、政府の対応を委ねた 78。この吉田訪台の「成果」に対して日本政府はどのように対応したかは、
関係史料がまだ公開されていないので、その検討過程は不明である。結果としては一ヶ月を経て 4月 4日、吉
田より張群宛の内容確認の書簡をようやく送付した 79。
　張群は後年の回顧録の中で、「この吉田の手紙は、日華関係史上、『吉田書簡』と呼ばれるものである。吉田
はこれについて、書簡は外務省が起草し、池田勇人の決定を得た上で吉田が署名したものだから、むしろ『池
田書簡』と呼ぶべきだと述べている。吉田の意思は、これを政府間公文書と同じであると承認しているのであ
る」と、「吉田書簡」の形成経緯を簡単に触れた。蒋介石もそれに基づいて、「吉田書簡」を「日華平和条約」
の補完文書として大きく評価した 80。
　しかし井上正也の研究によると、4月 4日付の「吉田書簡」を外務省は関知していたが、それは吉田自らが
作成したものであった 81。さらに「中共対策要綱」について、井上は日本政府にとってそれが「何らの法的拘
束力や実効性ももたないものであった」と論じた。確かに「中共対策要綱」について、日華双方の認識にずれ
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があることは事実であったが、日本政府にとってそれが法的拘束力と実効性がないものとは言えなかった。
　「中共対策要綱」の日本政府に対する拘束力を裏付ける証拠は、1965年に東西通商課によって作成された「中
共向ビニロン・プラント問題の経緯」という文書である 82。同文書は図表でビニロン・プラント輸出問題に関
する重大な事件と日華間の重要な交渉結果を記録した。その中に「中共対策要綱」に関する内容は、（1）昭和
39年 2月 26日の項目：「中共対策要綱（第 5原則：中共との貿易は民間貿易に限り、中共に対する経済援助
になることは極力避ける）」、（2）4月 10日の項目：「張群秘書長より吉田元総理宛書簡（上記書簡の池田総理
の意向に関連して今後は再びこれが輸出を考慮することのないよう説得を切望する。中共対策要綱第 5原則を
引用して今後日本政府と関係ある銀行を経由してクレジットを与えること、及び民間貿易に政府が絶対に介入
しないよう要望する）」、（3）12月 7日の項目：「劉亜東司長の中田参事官に対する言明（木村大使公電）（佐
藤総理が、（昭和）40年 1月中にも輸銀ペースによる日紡プラント輸出を決定したとの報道に関連して、中共
対策 5原則、吉田書簡、池田総理の張群に対する発言、椎名大臣の魏大使に対する発言等を引用し、日本側は
輸銀融資による輸出を行わないことを確認しているのもかかわらず、上記決定をしたことに対して不信を表
明）」83、という計 3項目を含めている。特に第 3項目から見れば、「中共対策要綱」を援用した国府の公式な
抗議に対して、外務省もそのまま黙認しており、「要綱」の拘束力を認めていたことは窺える。
　さらに 1964年 7月、大平外務大臣が訪台した際に、沈昌煥国府外交部長は「中共対策要綱」という合意の
名称をはっきり指摘しなかったが、その内容は日本政府に対する拘束力を持っていることについて大平からの
言質を取ることになった。1964年 7月 4日の会談は以下のように展開された。
沈昌煥　　「日華間の問題については先般吉田茂元総理が訪台され蒋総統との間で前後 5回
ママ
に亘り会談
され、帰国に際していくつかの大きな点で合意が成立した。その後吉田元総理と張群秘書長の間で書簡の
往復が行われ更に意見の不一致の点が調整された。また先般木村大使が帰国される前、総統は特に同大使
に依嘱して池田総理及び貴大臣に対し今後日華間の問題は右吉田・蒋総統会談の同意点及び吉田・張群往
復書簡の同意を基礎とし、その線に沿って調整処理して行きたい旨を伝え、同大使帰任後同大使から右は
総理及び貴大臣に報告ずみであり了承を得ておる旨の通報があったがこのように了解して差支なきや」
大平正芳　　「然り、その通りである。」84
　こうして、たとえ 4月 4日付の「吉田書簡」は吉田が自ら作成したものであっても、日本政府に対する拘束
力を持っていることになった。
　吉田・蒋介石会談の内容及び結論としての「中共対策要綱」は、外務省が事前に決めた会談範囲を超えたわ
けではない。「中共対策要綱」とアジア局によって作成された 1月 17日付の会談要領案の内容を比較すれば、
同要綱がアジア局の要領案に基づき作成されたものであることは明らかである 85。反共政策と大陸反攻に関す
る第 1~3条の内容は勿論、日本と中国大陸との貿易について、アジア局は延べ払い輸出を認めたが、それが政
府ペースの貿易及び経済援助ではないと主張した。したがって、「要綱」第 5条に定めた「貿易は民間貿易に
限り、（中略）中国大陸に対する経済的援助に支持を」与えないことに対して、外務省がそもそも反対する理
由はなかった。
　唯一ややアジア局案を超えた内容は「要綱」第 4条の「日本はいわゆる二つの中国の構想に反対すること」
という規定である。アジア局案の中でこれに関連する内容は「日本政府としては現在中共政府承認の意向がな
いことは勿論、他国のかかる動きに対しても反対の態度を表明している」というふうに規定したが、「仏の中
共承認後の事態を見ぬ限りはっきりしたことは述べ得ない。問題点（1）日本は米国とともに最後まで不承認
を維持するか（2）中共が国連総会に加入したときは承認に踏切るか（3）国連加盟国の単純多数が中共加盟に
賛成したとき踏切るか」と、国際情勢を見極める前に二つの中国の構想への反対姿勢を明確にさせることに慎
重な姿勢を取っていた。「中共対策要綱」の第 4条は内容においてアジア局案を超えていなかったが、その姿
勢を示すタイミングを繰り上げていることは明らかである。これは 3月 4日に張群の書簡を受け取った日本政
府が、延々と一ヶ月後の 4月 4日に内容を確認した返信を送った原因だろう。
　一方国府側は「中共対策要綱」の援用に対しても極めて慎重であった。2月 26日にすでに吉田との間に締
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結された同要綱を、日本政府の承認を得る前には決して援用しないという姿勢であった。吉田訪台後に展開さ
れたプラントの延べ払い輸出問題の交渉において、3月 5日 ~14日の毛利外務政務次官訪台の間に行われた双
方間の会談や、3月 19日の「蒋総統より吉田茂先生に対する伝言」の中においても、国府側は「中共対策要綱」
に一切言及していなかった。ただし 4月 4日付の吉田書簡を受け取って、即ち日本政府の承認を受けた後はじ
めて、4月 10日付の吉田宛の書簡に正式に「中共対策要綱」第 5項を引用して、プラント輸出の問題で日本
政府の譲歩を引き出そうと図り始めた。国府側は日本政府の承認がなければ、吉田個人との間に達成された「中
共対策要綱」に拘束力がないことを十分承知していた。
　外務省は国府の希望通りに日本政府の反共姿勢を明確にしたが、法的な拘束力を持っている条約あるいは政
府間共同声明ではなく、吉田書簡という非公式文書によって明らかにしたことは、外務省が国府を宥めるとと
もに、将来の日本外交に変更の余地を残すという思惑を示している。1972年の日中国交正常化の際に、「中共
対策要綱」が正常化の障害にならなかったことは日中関係に対する外務省の見通しを裏付けている。一方外務
省は吉田・張群というインフォーマルなルートを活用し、国府の政府間交渉と外務省の非政府間交渉という対
立的な主張の間に、両方がともに受け入れられる交渉形式を見つけて、国府の強硬姿勢を緩和させることで、
日本外務省の優れた外交手腕をも示したものである。
プラント輸出問題に関する日華交渉
　日本政府は反共姿勢を明確にした後、国府との間に具体的な懸案についての交渉を速やかに展開していった。
　前述のアジア局案に示されたように、外務省は「中共政策」という抽象的な政策面で国府との間に妥協する
意図を持っていたが、プラント輸出などの具体的な問題においては国府に譲歩する意向を少しも持っていなか
った。外務省の真意は吉田訪台によって打開された日華関係の糸口を利用して、時機を失せずに両国関係を倉
敷プラント輸出以前の状態に回復させることであった。毛利松平外務政務次官の訪台はその表れであった。
　吉田が帰国した一週間後の 3月 5日、毛利政務次官は大平外相訪台の地ならしとして訪台した。そもそも、
2月 8日の吉田との打合せで池田はすでに国府に譲歩する覚悟を持っており、吉田より毛利の訪台を先行させ、
日華間の具体的な問題を協議しようとした 86。しかし日華交渉に対する外務省の強硬姿勢を受けて、訪台を吉
田帰国後に延期した。興味深いことに、毛利政務次官の訪台資格は吉田元首相と同じように曖昧なものであっ
た。一方で毛利の訪台は自らが陳建中との接触によって実現させたものであり、政府代表の如き性質を持って
いなかったが、他方外務省は彼の訪台を通じて、国府の政府機関による対日買付の再開、新大使の任命等を実
現させようとして、大平訪台の地ならしの一部として扱っていた 87。
　吉田訪台の追い風に乗って、国府首脳との会談は最初は順調に進んでいた。6日に行われた沈昌煥外交部長
との会談で、毛利は大平訪台の実現のために早急に新大使の派遣と、政府による対日買付の再開を申し入れ、
沈昌煥は前向きな姿勢で応じた 88。
　しかし翌日になって風向きが急変した。池田首相と岸信介元首相をはじめとする訪台予定の日華協力委員会
のメンバーとの会見に立ち会った福田通産大臣が、大日本紡織のビニロン・プラントの対中延べ払い輸出は必
ず実現させると述べたのである。この情報を仕入れた国府の態度は、急に硬化するようになった 89。13日に
毛利との会見で蒋介石は、「日本が中共貿易を重視し中華民国を軽視する傾向にあるのは、中華民国の自尊心
を傷けられるので許せない」と 90、すでに 99%まで決定された新大使派遣と政府買付の停止解除をストップ
させた 91。結局毛利外務政務次官は使命を達成し得ず、帰国報告の中でプラントの延べ払い輸出問題に慎重に
対応すべきであると提言した。
　大騒ぎになった 3月 7日の会見において、プラント延べ払い輸出問題に対して池田政権は一体どのような態
度を示したか。会見の席上足立正日本商工会議所会頭（日華協力委員会の主席委員）の質問に対して池田は、「プ
ラント輸出全般についてこれをやらないというわけにはいかない。（中略）直ちに第 2次プラント輸出を承認
するつもりはない。結局様子をよく見て考えて行くというのが自分のハラであり、また実情である」と極めて
慎重な姿勢を見せたが、プラントの対中輸出を行い続ける旨をはっきりと表明した。だが延べ払いに対する輸
銀の融資を止めるという足立の要請に対して池田は、「アメリカの輸出入銀行がやっているように、メーカー
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に対する信用供与の形でやれば、輸出そのものに政府が関与した形にならないで済む。（中略）しかしその場
合も政府資金であることは同じであるから、実質的には政府が関与したことになるわけである」と自己矛盾に
答え、輸銀資金の使用が政府の行為ではないという外務省の主張に比べて、池田は明らかに輸銀資金使用の問
題で躊躇っていた 92。
　池田の曖昧な態度と対照的に、福田一通産大臣はかえって明確な態度を示した。彼は「他の国に対しては共
産国であろうと延べ払い付のプラント輸出をやっているのに、中共に対してだけはいけないというわけには行
かない。むしろそのことをはっきり国民政府に了解させるべきである」と、日華協力委員会のメンバーに池田
政権の立場に立って交渉に臨むよう要請した 93。
　こうした政府態度に対して、岸信介と石井光次郎をはじめとする親台湾派のメンバーは国府の立場で池田に
働きかけたわけではない。石井は「プラント輸出ないし延べ払いがやめられないとすれば、そのように先方に
納得させることが必要である（中略）まず政府間で十分話合を行い、先方をして賛成はできないが、日本政府
はどうしてもやるのであるということを嫌々ながらでも承知させたうえでやるべきである」と、日華政府間の
話し合いの重要性を強調した。岸も大平訪台の前に第 2次プラント輸出を許可しないこと、及び台湾との経済
協力強化を池田に注文した 94。
　逆風をついて台湾に向けた親台湾派の有力者たちは、国府に友好姿勢を示す一方で、日本政府の立場に立っ
て国府を説得する役割をも担っていた。こうした至難の使命に対して石井も、「本来ならば、政府間の話合い
が先行して、その基礎の上にわれわれが協力委員会で肉付けをするという順序によるべきであり、われわれが
先に出かけるのは順序が逆である」という不満すら漏らしている 95。
　しかし前述のように、7日の会談での福田大臣の発言が国府に伝えられて、国府の態度は急変した。9日、
蒋介石の出席の下で国民党中央常務委員会が開催され、国府の対応が具体的に検討された。その結果、日華協
力委員会第 9回臨時総会の開催は計画通り行うが、日本側より如何なる提案も単に聞き置くだけに留め、国府
側は一切の提案を出さず、政府責任者不在を口実に、すべての結論を政府間の話し合い後とする、という方針
を決めた 96。
　こうした国府の消極的な態度を受けて、3月 10日に行われた日本側委員の会合で「政府間レベルで両国間
の懸案を話し合うのが先決である」という石井光次郎の意見は大勢の支持を得、そもそも自民党親台湾派の有
力者が出席した日華協力委員会臨時総会は大平大臣の訪台後まで延期され、先に台北で常任委員会（日本側で
は矢次一夫、沢田廉三、堀越禎三という三人の常任委員が出席する）を開催する方針が決められた 97。
　3月 16日から台北を訪問した三人の常任委員は、池田談話のラインに沿って国府側との交渉を展開した。
張群、谷正綱などの国府要人からの日紡プラントの中国大陸向け輸出を取りやめる要請に対して、日本側の代
表は「永久に取りやめるとは言えない、当分の間やらないということは言える」というボトムラインを守った。
しかし国府側も一切妥協しない姿勢を見せた。矢次の新大使派遣の要請に対して張群は、「新任大使を派遣す
るとしても、現在話題になっている日紡プラント中共輸出を日本政府が承認するならば、また新任大使をも召
喚せねばならなくなるであろう」と、日紡プラント輸出の中止を新大使派遣の前提条件として明らかにした。
双方の会談は平行線のままに終わった 98。
　池田政権に同調する姿勢を取っていた親台湾派に加え、3月 15日付の吉田より木村大使宛の書簡にも、池
田がプラント輸出を早急に行う意思がないことを伝えるとともに、国府側が速やかに大使を派遣し、大平外相
の台湾訪問を実現させることで両国関係を早速に復旧させる意向を張群に申し入れるよう木村にサジェスト
し、完全に池田政権の立場に立っていた 99。
　国府側が信頼できる親台湾派のこうした態度は蒋介石を怒らせた。国府側は蒋介石を初め末端に至るまで対
日攻勢のための思想統一ができていた。さらに 3月 19日に蒋介石の命令を受けて、張群は在台木村大使を呼
び出し、「蒋総統より吉田茂先生に対する伝言」を日本語で読み上げ、吉田に「責任を持って再び輸出を考慮
することのないように説得阻止方」を依頼し、これに関する池田政権の「諒解」を求めた。
　蒋介石の伝言を受け取った木村はそれを詳細に検討して、21日に再び張群に面会を申し入れ、その内容を
より明確にするために問い質した。会談において張群は、（1）「諒解」の内容は吉田から日本政府が関与する
プラント輸出をその力を持って阻止する確約である、（2）「諒解」の形は張群あるいは蒋介石宛の吉田からの
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手紙である、（3）「諒解」を貰えば、国府側からなるべく早くに新大使を派遣する、という三点を明確にした。
国府側は明らかにプラントの中国大陸向け輸出を取りやめるという条件から、日本政府がプラントの中国大陸
向け輸出に関与しないというラインに後退し、その代わりに「吉田書簡」という書面での保証を求めた。
　さらに 4月 10日付の張群より吉田宛の書簡に、「中共対策要綱」第 5原則を引用し、「日本政府と関係のあ
る銀行を経由して『クレジット』をしないことと民間貿易に今後政府が絶対介入しない」ことを、日本政府の
対中貿易関与を延べ払い問題に絞り、吉田からの再確認を求めた。こうした要請を受けて、外務省の強硬な態
度を熟知した吉田は池田に直訴し、最終に政治判断で次の内容を中心とした 5月 7日付の「吉田書簡」を国府
側に送った 100。
　一、 中共向プラント輸出に関する金融を純粋の民間ペースによることについては、貴意に副い得るよう研究
を進めたい。
　二、 いずれにしても本年中には、日本輸出入銀行を通ずる大日本紡
ママ
のビニロン・プラントの対中共輸出
を認める考えはない 101。
　5月 27日付の「吉田書簡」は日華関係の復旧の最後の妨げを取り除いた。6月 26日、国府側は魏道明を新
たな駐日大使として派遣することを決定した。これに続き 7月の大平外相訪台後、国府は対日買付停止を解除
し、日華関係は全面的に正常化された。
　蒋介石より吉田宛のメッセージが池田政権に伝えられた 3月 19日から、「吉田書簡」が送られた 5月 7日ま
での間に、外務省はどのように対応したか。関係史料の欠落によって当時の外務省内の具体的な検討の様子は
不明だが、外務省によって作成された 1965年 2月 4日付の「中共向けプラント輸出問題に関する経緯」にそ
の一端がうかがわれる。
　「当時外務省内においても、経済局等は事実問題として輸銀を使用せざる延払は実施困難につき、中共
プラント輸出を続行する肚なる以上は、輸銀不使用のコミットメントはなし得ないとの考え方が強かった
が、アジア局には、国府が当初のいかなる形式の延払も絶対に不可との態度から輸銀使用による延払反対
の態度までおりてきた以上、何等か国府側の面子をたてた方式を考えるべきであるとの意見もあり、結論
を得ざるうちに、後述吉田・張群書簡交換という新発展を迎えた。」102
　明らかにこの問題について外務省内の意見もまとまっていなかった。国府との関係回復を早期実現させるた
め、池田は外務省の検討結果を待たずに政治決断で国府の要請を満足させた。これに対して外務省もその結果
を黙認して、吉田書簡に示されたラインに沿って検討を始めた 103。5月 7日付の吉田書簡は、池田首相のトッ
プダウン式政治主導の下で形成されたものであった。それは池田政権の対中政策決定の中で唯一の例であった。
その結果を招いた原因には池田首相のリーダーシップに加えて、外務省の政策決定構造が外交危機の解決にふ
さわしくなかったという問題もあるであろう。
　全体的にいえば、1964年の日華交渉は最終的に日本政府に好ましい結果をもたらした。その原因の一つは
自民党親台湾派というインフォーマルルートの交渉関与であった。彼らは国府を宥めるのみならず、ビニロン・
プラントの「中共」向け延べ払い問題に関する交渉で、国府の立場を一切のプラント輸出を取りやめることか
ら、日本政府関与のプラント輸出をやめることまで後退させ、見事に国府の譲歩を引き出すことになった。
おわり　日華紛争と二つのルート
　
　日華紛争の解決では、明らかにフォーマルな外交ルートとインフォーマルな親台湾派ルートがともに存在し
ていた。だがこの二つのルートの存在は、決して外務省の「外交一元化」の動きとそれへの対立を物語るわけ
ではなく、国府のフォーマルな政府間交渉と池田政権のインフォーマルな交渉ルートとの対立であった。
　公式な外交関係を持っていたが、外務省は国府の強硬姿勢を前にフォーマルな外交ルートよりインフォーマ
ルなルートでの紛争の解決に傾いた。これは対「中共」前向き政策を維持させると同時に、国府との関係修復
を実現させるという外務省の狙いと深くつながっていた。なぜなら、公式な外交ルートを通じて交渉すれば、
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国府の強硬姿勢を前に日本政府は対「中共」政策で譲歩するか、あるいは国府の要請を無視して日華関係を悪
化させるかという、二者択一を迫られる恐れがあったからである。それはいずれも池田政権にとって好ましい
結果ではなかった。したがって外務省は、インフォーマルなルートを利用して国府の怒りを宥めるとともに、
プラント輸出事件、周鴻慶事件などの問題での譲歩を避けて、もっぱら友好と経済援助を話し合おうとした。
一方国府側はすでに、ビニロン・プラント輸出事件で親台湾派への働きかけを通じて、池田政権の対「中共」
政策にブレーキをかけることが不可能であることを承知している。公式な外交ルートを通じて、日華双方の間
に以上の問題で法的拘束力を持つ協定の締結に向けて取り組んでいた。こうした思惑の下で国府側は親台湾派
に対する工作を行うとともに、彼らの交渉介入を拒否した。
　吉田と親台湾派は国府の立場に同情したことは言うまでもない。しかし日華交渉において彼らは、池田政権
の立場に立って国府との交渉に臨んだことも明らかである。実際のところ親台湾派の使命は、国府と池田政権
の間の溝を埋めることであった。したがって彼らの中に訪台後、日本政府に国府に譲歩すべき旨の提案をした
者があるし（大野伴睦、毛利松平）、国府に日本政府の立場を理解させるように奔走した者もある（矢次一夫）。
だが具体的な交渉の場で親台湾派は対国府の譲歩ではなく、基本的に日華友好と対華経済援助の強化を唱える
池田政権の立場を貫いた。それは親台湾派と国府との間の対立をも引き起こした。
　結果的にいえば、最後に実現された日華交渉の形式は国府側が主張した政府間交渉でもないし、日本側が主
張した単純な非政府間ルートの交渉でもない。日華間の相互作用を通じて、吉田は個人の資格で台湾を訪問し
たが、その会談内容は事前に日本政府内部の検討を経て決められたものであった。達成した合意も「吉田書簡」
という形式で書面化され、表面上は日本政府に対して法的効力がないが、水面下で日本政府は国府の反発を懸
念して「吉田書簡」の内容を常に遵守する姿勢にあった。
1  池井優「日華協力委員会──戦後日台関係の一考察」、慶応義塾大学法学研究会『法学研究』53巻 2号、1980年。清水麗「「第
二次吉田書簡（1964年）」をめぐる日中台関係の展開」『築波大学地域研究』19号、2001年。倪志敏「池田内閣における中
日関係と大平正芳」（二）『龍谷大学経済学論集』45巻 2号、2005年。崔文香「池田内閣における対中経済政策：ビニロン・
プラント事件を中心に」（廣瀬克哉指導）法政大学大学院修士論文、法政大学図書館、2008年。
2 石井明「1960年代前半の日台関係──周鴻慶事件から反共参謀部設立構想の推進へ」『国際法外交雑誌』101巻 2号、2002年。
3 井上正也『日中国交正常化の政治史』名古屋大学出版会、2010年、258～ 296頁。
4 「台湾の経済的報復措置に関する一考察」経済局アジア課、1963年 8月 23日、E`0213。
5 矢次一夫「谷正綱氏に答える」『新国策』30巻 29号、1963年 10月 15日。
6  「中国大使館参事官とのビニロン・プラント問題等に関する非公式会談の件」1963年 9月 30日、中国課長、開示文書（写し）
04－ 606。
7 同上。
8 矢次一夫「日華問題・ベトナム問題を現地にみる」『新国策』30巻 33号、1963年 11月 25日号。
9 「大野特使の国府への派遣の件」大平外務大臣発在台木村大使宛の電報、1963年 10月 25日、A`0388。
10 「大野特使の国府への派遣の件」在台木村大使発本省宛の電報、1963年 10月 26日、A`0388。
11 張群『日華・風雲の七十年』サンケイ出版、1980年、195頁。
12 「陳誠副総統（行政院長）の大野特使一行に述べられた意見の大要」1963年 11月 1日、A`0388。
13 「船田・沈昌煥会談議事録（訳文）」1963年 10月 31日、A`0388。
14 「陳誠副総統（行政院長）の大野特使一行に述べられた意見の大要」1963年 11月 1日、A`0388。
15 「周鴻慶中共送還問題に関する件」木村から外務大臣宛、1963年 11月 4日、A`0367。
16 「大野副総裁訪華報告要旨」1963年 11月 1日、A`0388、A`0367。
17  「最近の中共人の亡命事件例」A`0367。冨田正典「周鴻慶事件の思い出」法務省入国管理局『出入国管理の回顧と展望』
1980年、322頁。
17  周鴻慶事件が終った直後の 1964年 6月に、中華民国船乗組員の日本経由中国大陸亡命事件が起きた。この件について国府
大使館は外務省と交渉した際に、「本件は政治的なケースでなく、極めて単純なものである」と繰り返し強調し、結局、事
件処置がうやむやに終わった。大平外務大臣訪台の直前に、国府側が日華和解の雰囲気を破壊させないようにした意図は
窺える。「中華民国船乗組員の中共帰還事件」中国課長、1964年 6月 30日、『大平外務大臣中華民国訪問関係』第 2巻、
A`1.5.1.8。
19 「中共人の亡命問題について」中国課、1963年 10月 7日、A`0366。
20 「亡命中共人に関する国府よりの申入れの件」中国課長、1963年 10月 8日、A`0367。
21 「周鴻慶事件についての中国大使館との応酬について」中国課、1963年 10月 29日、A`0366。
22 「周鴻慶事件の概要─中共送還決定に至るまでの経緯─」中国課、1963年 11月 4日、A`0366。
23 同上。
24 張群『日華・風雲の七十年』サンケイ出版、1980年、195頁。
Hosei University Repository
98 
25  「周鴻慶事件に関する件」在台木村大使発外務省宛の電報 363号、1963年 10月 28日、「周鴻慶事件の件」在台木村大使発
外務省宛の電報 366号、368号、1963年 10月 29日、A`0367。
26 「周鴻慶事件に対する張中華民国代理大使申し入れの件」、1963年 10月 30日、A`0367。
27 「周鴻慶の取扱いについて」中国課、1963年 11月 5日、A`0366。
28 「周鴻慶事件の現状と対策案」中国課、1963年 12月 3日、A`0366。冨田正典「周鴻慶事件の思い出」法務省入国管理局『出
入国管理の回顧と展望』1980年、324頁。
29 「周鴻慶事件解決案─トロイカ方式─に対する各方面の反応」中国課長、1963年 11月 25日、A`0366。
30  （無題）中国課長、1963年 11月 28日、A`0366。内容は、中国課長は小田弁護士より入手した周鴻慶が報道機関に対し発表
すべく起草した声明書である。
31 （無題）欄外手書きで [周事件ファイル ]中国課、1963年 12月 2日、A`0367。
32 「陳建中の来日動静」中国課（警察庁外事課情報）、1964年 1月 10日、A`0367。
33 「周鴻慶事件について」中国課（沢登）、1963年 11月 27日、A`0367。
34 「周事件の取扱に関する件」在台木村大使発外務省宛、1963年 11月 18日、A`0367。
35 「張中華民国臨時代理大使の島次官来訪の件」中国課長、1963年 11月 19日、A`0367。
36 「周鴻慶事件に関する後宮アジア局長と陳建中会談録」中国課（沢登）、1963年 11月 19日、A`0367。
37 「周鴻慶に関する中国大使館陳武官及び李中国通訊社東京支局長との話合の件」中国課長、1963年 11月 25日、A`0367。
38 「陳建中との会談の件」後宮アジア局長、1963年 12月 2日、A`0366。
39 同上。
40 「周鴻慶事件の現状と対策案」中国課、1963年 12月 3日、A`0366。
41 「周事件の現状と対策」中国課、1963年 12月 10日、A`0366。
42 同上。
43 原富士男中国課長から木村四郎七在台北大使宛の手紙、1963年 12月 24日、A`0366。
44  「池田総理から蒋総統（又は行政院長）へのメッセージ（口頭伝達）」1963年 12月 25日、「海外出張について」外務省、
A`0366。
45 張群から矢次一夫宛ての手紙、1963年 11月 11日、A`0367。
46 「周事件に関する矢次氏の動きに関する件」大平外務大臣発在台木村大使宛の電報、1963年 11月 14日、A`0367。
47 「周事件の取扱いに関する件」在台木村大使発本省あての電報、1963年 11月 19日、A`0367。
48 「周事件の取扱いに関する件」在台木村大使発本省あての電報、1963年 11月 18日、A`0367。
49 「周鴻慶事件に関する矢次氏らの動きに関する件」大平外務大臣発在台木村大使宛の電報、1963年 11月 21日、A`0367。
50 「国府の対日問題処理方針等の件」在台木村大使発本省あての電報、1963年 11月 28日、A`0367。
51 「周鴻慶事件に関する件」在台木村大使発本省あての電報、1963年 12月 5日、A`0367。
52 「周鴻慶事件の現状と対策案」中国課、1963年 12月 3日、A`0366。
53 「日華協力委員会緊急会議について」中国課（沢登）、1964年 1月 10日、A`0366。
54 「声明書」日華協力委員会日本側委員、1964年 1月 10日、I`0102。
55 「足立正など四氏より谷正綱など三氏宛の書簡」1964年 1月 11日、I`0102。
56 同上。
57 「在華木村大使より矢次一夫宛の書簡」1964年 3月 9日、I`0102。
58 張群『日華・風雲の七十年』サンケイ出版、1980年、207頁。
59 同上、208頁。
60 「吉岡参事官の台湾事情に関する説明」中国課、1964年 2月 18日、A`0395。
61 張群『日華・風雲の七十年』サンケイ出版、1980年、153頁。
62  「吉田元総理の来台ならびにその反響に関する件」在台井口貞夫大使発藤山愛一郎外相宛の電報、1960年 1月 5日、
A`0359。
63 「在京中国大使の吉田総理（ママ）訪問に関する件」事務次官、1963年 9月 18日、E`0213。
64 「吉岡参事官の台湾事情に関する説明」中国課、1964年 2月 18日、A`0395。
65 「周鴻慶事件に関する件」大平外相発在台木村大使宛の電報、1964年 1月 8日、A`0367。
66 張群『日華・風雲の七十年』サンケイ出版、1980年、208頁。
67 同上、210頁。
68  「吉田元総理訪台に関する件」（第 12号）、在台木村大使発本省宛の電報、1964年 1月 9日、A`0395。　　張群『日華・風
雲の七十年』209頁。
69 「吉田元総理訪台に関する件」（第 13号）、在台木村大使発本省宛の電報、1964年 1月 9日。A`0395
70 「吉田元総理の島次官来訪の件」中国課長、1964年 1月 17日、A`0366。
71  「吉田元総理と蒋総統との会見を想定した会談要領案送付について」在台木村大使より後宮虎郎アジア局宛の手紙、1964年
1月 13日、A`0395。
72 「中華民国政府と話合うべき事項（発言要旨案）」アジア局長、1964年 1月 17日、A`0395。
73 「吉田元総理訪台の件」外務事務次官、1964年 2月 6日、A`0395。
74 「吉田元総理の島次官来訪の件」中国課長、1964年 1月 17日、A`0366。
75 「吉田元総理の訪台に関する件」在台木村大使発本省宛の電報、1964年 2月 4日、A`0395。
76 「吉田元総理訪台に関し、台北政府見解発表の件」在台木村大使発本省宛の電報、1964年 2月 8日、A`0395。
77  「昭和三十九年二月二十三日──二十七日　吉田元総理台湾訪問の際の会談録」（北沢前代議士記）、開示文書（写し）04－
633。
78  「昭和三十九年二月　吉田元総理と蒋総統との会談に関する中国側記録」開示文書（写し）04－ 633。この記録には、張群
Hosei University Repository
99 
から吉田宛の書簡の訳文、吉田と蒋介石との三回の会談記録の訳文、「中共対策要綱」原文（日本語）という三つの部分を
含めている。
79  張群『日華・風雲の七十年』220頁。なお、4月 4日付の吉田書簡に、インドをインドネシアに訂正した内容があるが、外
務省より公開された中国語の「吉田・蒋介石会談録」には、インドという記録ミスが残されている。この点から見れば、
外務省に保存されている会談録は吉田から手渡されたものに違いない。
80 張群『日華・風雲の七十年』220~221頁。
81 井上正也『日中国交正常化の政治史』280~282頁。
82 「中共向ビニロン・プラント問題の経緯」東西通商課、1965年、E`0213。
83  この抗議に関する具体的な内容は以下の文書に参考する。「ビニロン・プラントの延払い輸出許可報道について」台北木村
大使発本省宛の電報、1964年 12月 8日、開示文書（写し）04－ 605。
84 「大平大臣・沈部長会談」1964年 7月 4日、『大平外務大臣中華民国訪問関係』第 1巻、A`1.5.1.8。
85 「中華民国政府と話合うべき事項（発言要旨案）」アジア局長、1964年 1月 17日、A`0395。
86 張群『日華・風雲の七十年』212頁。
87 「政務次官訪台の件」大平大臣発在中華民国大使館宛の電報、1964年 3月 11日、A`0389。
88 「毛利次官、沈外交部長と会談」1964年 3月 6日、A`0389。
89 「訪台報告」外務政務次官毛利松平、1964年 3月 16日、A`0389。
90 「蒋総統との会談における総統の談話要旨」毛利、1964年 3月 16日、A`0389。
91 「毛利政務次官と国府要人との会談の件」在台木村大使発本省宛の電報（毛利政務次官より）、1964年 3月 14日、A`0389。
92 「日華協力委員会台湾訪問者一行と池田総理との会談に関する件」外務事務次官、1964年 3月 7日、I`0102。
93 同上。
94 同上。
95 同上。
96 「日華合作委員会の件」在台木村大使発本省宛の電報、1964年 3月 11日、I`0102。
97 「日華協力委員会臨時総会延期に関する件」大平大臣発在台木村大使宛の電報、1964年 3月 11日、I`0102。
98  「日華経済協力委員会常任委員訪華について」在中華民国吉岡参事官発外務省アジア局後宮局長宛の公信、1964年 3月 30日、
I`0102。
99 木村四郎七宛吉田茂書簡、1964年 3月 15日、『吉田茂書簡』223頁。
100 井上正也『日中国交正常化の政治史』286~287頁。
101 「吉田元総理から張群秘書長あて書簡」1964年 5月 7日、A`0395。
102  「中共向けプラント輸出問題に関する経緯」1965年 2月 5日、欄外手書きで「中山説明　自民党外調」、開示文書（写し）
04－ 605。
103  「第一案」、「第二案」、A`0395。内容から見れば、その史料は外務省が 5月 7日付の吉田書簡への対応ぶりを検討したもの
であることは分かる。
Hosei University Repository
